
◎公益法人に係る改革を推進するための国土交通省関係法律の整

備に関する法律 
（平成一五年六月一八日法律第九六号）   

一、提案理由（平成一五年六月三日・参議院国土交通委員会） 

○国務大臣（扇千景君） ただいま議題となりました公益法人に係る改革を推進するた

めの国土交通省関係法律の整備に関する法律案の提案理由につきまして御説明申し上げ

ます。 

 公益法人に係る改革につきましては、平成十二年に策定した行政改革大綱に基づき、

昨年三月に公益法人に対する行政の関与の在り方の改革実施計画を閣議決定し、国から

委託等を受けて検査、検定、講習等の事務・事業を行っている公益法人に対する国の関

与の在り方を見直すこととしたところであります。 

 この改革実施計画におきましては、官民の役割分担及び規制改革の観点から、このよ

うな公益法人に対する国の関与の一層の透明化及び合理化を図るための具体的な措置を

盛り込んだところであり、今般、この計画の実施の一環として、船舶安全法等の国土交

通省が所管する十二の法律について、所要の措置を講ずることが必要となっています。 

 このような趣旨から、このたびこの法律案を提案することとした次第でございます。 

 次に、この法律案の概要につきまして御説明申し上げます。 

 第一に、現在、国から委託等を受けた公益法人等が行っている検査、検定、講習等の

事務・事業について、国が指定した公益法人等が実施する制度を、国により登録された

法人が実施する制度等に改めることとしております。 

 第二に、国による登録を受けるための基準を法律に明示するとともに、登録された法

人には財務諸表等の公開を義務付けることとするなど、登録制度の透明性の確保を図る

こととしております。 

 以上が、この法律案を提案する理由でございます。 

 この法律案が速やかに成立いたしますよう、御審議のほどをよろしくお願い申し上げ

ます。 

 ありがとうございました。 

二、参議院国土交通委員長報告（平成一五年六月六日） 

○藤井俊男君 ただいま議題となりました法律案につきまして、国土交通委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、公益法人に係る改革を推進するため、国土交通省が所管する法律に基づ

く検査、検定、登録等の事務について、実施する者の指定制度を登録制度に改める等の

措置を講じようとするものであります。 

 委員会におきましては、指定制度から登録制度に移行する理由、検査等の事務事業へ

の新規参入の見通し、公益法人の改革と指導監督体制の充実、退職公務員の再就職の在

り方その他について質疑が行われましたが、詳細は会議録によって御承知願います。 



 質疑を終局し、討論に入りましたところ、日本共産党を代表して大沢委員より本法律

案に対し反対する旨の意見が述べられました。 

 次いで、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決定いた

しました。 

 なお、本法律案に対して附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一五年六月五日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講じ、その運用に遺憾

なきを期すべきである。 

一、国から指定・認定された公益法人等が検査等の事務・事業を実施する制度から登録

機関が実施する制度に移行する際には、新規参入が可能となるよう登録要件を具体的

に広く国民に明らかにするとともに、登録手続が円滑に行われるよう体制整備を行う

こと。 

二、登録機関が実施する制度に移行した後も、検査等の事務・事業の一層の整理・合理

化に努めるとともに、その必要性について、定期的に検証を行い、必要性が認められ

ない制度については速やかに廃止すること。 

三、平成十四年三月の「公益法人に対する行政の関与の在り方の改革実施計画」の着実

な実施を行い、その結果について逐次公表すること。また、同計画の対象となってい

ない国から委託・推薦等を受けた公益法人等による事務・事業についても、不必要な

事務・事業は廃止するとともに、必要な事務・事業は国又は登録機関において実施す

る等不断の見直しを行うこと。 

四、退職公務員の公益法人への再就職に当たっては、所管官庁と公益法人の関係が適切

に保たれるよう努力すること。 

五、公益法人の役員については、平成十三年十二月の「公務員制度改革大綱」及び平成

十四年三月の「公務員制度改革大綱に基づく措置について」を着実に実施し、退職公

務員の役員就任状況等の情報公開が適切に行われるよう指導すること。 

六、公益法人に対する国からの補助金・委託費等については、その必要性等を継続的に

見直し、合理化等を進めること。 

 右決議する。 

三、衆議院国土交通委員長報告（平成一五年六月一二日） 

○河合正智君 ただいま議題となりました公益法人に係る改革を推進するための国土交

通省関係法律の整備に関する法律案につきまして、国土交通委員会における審査の経過

及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、公益法人に係る改革を推進するため、平成十四年三月に閣議決定された公益

法人に対する行政の関与の在り方の改革実施計画の実施の一環として、船舶安全法等の

国土交通省が所管する十二の法律について、所要の措置を講じようとするものでありま



す。 

 その主な内容は、 

 第一に、国から委託等を受けて公益法人等が行っている検査、検定、講習等の事務事

業について、国が指定した公益法人等が実施する制度を、国により登録された法人が実

施する制度等に改めること、 

 第二に、国による登録を受けるための基準を法律に明示するとともに、登録された法

人には財務諸表等の公開を義務づけることとする等、登録制度の透明性の確保を図るこ

と 

などであります。 

 本案は、参議院先議に係るもので、去る六月九日本委員会に付託され、翌十日扇国土

交通大臣から提案理由の説明を聴取し、昨日質疑に入り、同日質疑を終了しました。 

 質疑の中では、公益法人の改革のあり方と国土交通省の方針、国から委託されて公益

法人が行っている事務事業に関する見直しの必要性等について議論が行われました。 

 質疑終了後、討論を行い、採決いたしました結果、本案は賛成多数をもって原案のと

おり可決すべきものと議決した次第であります。 

 以上、御報告申し上げます。 


